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１．長崎県における地域課題

「週に１、２回の頻度でまとめ
買い」

「急に必要な物の入手が困難」

「高齢者には買い物の移動が
負担」

長崎県の特徴及び地域課題

長崎県は日本の課題先進県
長崎県での地域課題解決が日本での社会課題解決の先進事例となる

離島・半島地域、
中山間地域が多数！

長崎県の「県域」は
ほぼ九州本土と同じ！

✓スーパーなど生活インフラが不
十分

✓離島地域の高齢化率は40%超
（運転手の担い手不足も課題）

✓定期船（1日数便）や路線バス
（１日数便）等で移動

離島における現状

⇒日常生活の負担、将来への不安、生活インフラ・医療体制維持が困難

現状 住民の声

長崎県は・・・

• 「日本一」の
→ 有人離島数（51島）（離島振興法指定有人島数）
→ 半島振興対策地域数（４地域）

• 地理的条件に加え、全国よりも早く少子高齢化
→人口減少が進み、地域の担い手も不足

• 物流・交通・医療・教育・産業など様々な分野で
工夫を凝らし、地域課題を解決していく必要

医療機関

の声

物流事業者

の声

「医薬品の在庫保持に
限界がある」

「急に必要となった薬の
手配がすぐできない」

「離島の中山間地域への
配達員による配達は非効率」

「配達員の確保が大変」



２．五島列島における主な交通イメージ

船：福江～黄島（30分）
（二次離島）

船：福江～椛島（19分）
（二次離島）

20km

富江
バス：福江～富江(40分)

バス：福江～玉之浦(83分)

バス：福江～三井楽(56分)

玉之浦

船：福江～長崎（１０５分）

船：有川～長崎（100分）

船：奈留島～長崎（210分）

船：奈良尾～長崎（70分）

小値賀 船：小値賀～佐世保（90分）

船：宇久～佐世保（85分）宇久

椛島

黄島

バス：奈良尾～有川(75分)

船：貝津～嵯峨島（13分）
（二次離島）

船：福江～久賀（30分）
（二次離島）

久賀島

例：久賀島（二次離島）の住民が本土の病院へ
通う場合の移動時間

自宅 久賀田ノ浦港 福江港

長崎港 長崎大学病院

徒歩

20分

ﾌｪﾘｰ

3５分＋乗り換え４５分

高速船

１０5分

路面電車等

40分

片道：約４時間

奈留島
奈良尾

有川

嵯峨島

福江

一次離島 本土から直接アクセス可能な島

二次離島 本土から近隣の島を経由して
アクセスする必要がある島

二次離島

三井楽



３．これまでのドローンの社会実装の取組

①移動距離と時間に制約のある日常生活の負担

②物流担い手不足

③医療機関の減少による医療へのアクセス低下

④在庫保持の限界によるタイムリーな医薬品処方の限界

主
要
課
題

海上でのドローン日用品・医薬品配送サービスの実装（そらいいな㈱の取組例）

ドローンによる日用品・医薬品の
配送を実施

日用品配送のイメージ

五島市中心部市内地域

買い物困難者対応や
処方薬のタイムリーな供給等に寄与

電話注文に応じて、日用品・食品をドローン配送。（1注文・税込）
・スーパー提携商品 550円
・買い物代行※ 1,100円 ※ドラッグストアやホームセンター、コンビニの買い物を代行

・夏季期間限定で海の家への地元飲食店フードデリバリーサービスも実施

➢ 電話注文に応じたドローンによる日用品・食料品の有償配送サービスを

実装できており、日常の買い物需要への対応が定着

➢ 船やバスで移動することなく、必要なものを必要な分だけ買い物可能に！

配送実績：’22年５月から’24年12月までで累計2,4００回超、２０万kｍ以上を飛行。

※同機体は計７か国の実績でも93万回超の飛行実績、過去重大事故は０。

➢ 「処方選択肢の増加」「医薬品の

安定供給」「在庫不足時のバック

アップ」等の効果あり！

医薬品配送のイメージ



４．ドローンの飛行レベルについて

2022年12月制度開始



５．更なる住民利便性の向上に向けた課題

現状の配送場所：レベル3飛行（無人地帯上空飛行）で到達可能な、港湾部に設置

アンケートの声：自宅や薬局から投下場所までの距離が遠いため利用が困難

利便性向上には、レベル４飛行（有人地帯上空飛行）による自宅等との近接化がカギ！

レベル４飛行で
 オンデマンドによる
街中の自宅等に近いエリアへの投下を実現

住民ニーズに沿ったサービスの実現

「今、欲しいもの」が、より早く、
より確実に手に入る日常生活へ

より街中の目的地に
近い場所に投下可能



６．今回の規制・制度改革提案の概要

現状

エリア単位でのLv4飛行による
オンデマンド配送の実現

提案

提 案 ①

Lv4飛行実績の積上げにより
五島列島周辺部→県内→国内他地域へと展開

・審査迅速化による様々な機体の導入の早期実装
・各機体の特長を踏まえたサービス導入の迅速化

現行Lv4制度の課題②

飛行許可申請時に個
別に飛行ルートの特
定

現行Lv4制度の課題①

第一種型式認証の取得に
は多数の項目の試験や長
期に渡る審査が必要

提 案 ②

迅速なサービスの
導入が困難

注文に応じた迅速な
オンデマンド配送が困難

海外当局の型式認証や特例承認を取得している機体に
ついては、重複している試験項目を省略

・海外と重複する試験項目：17項目/22項目

※加えて、機体のアップデートが行われた場合に、内容や変更の度合
いに応じて、追加試験が必要となる試験項目の明確化や追加で必要
となる飛行試験時間の目安の提示

➢ 機体に合わせた様々なサービスの将来像
・中山間地域等での民泊事業者の仕入れへのドローン配送等
・海洋監視、広域インフラ点検等
・被災情報の迅速な収集、物資配送等

エリア単位でLv4飛行が可能となる許可手続きの導入

エリア単位での許可飛行ルートごとの許可

許可

許
可

許可

許可



７．新技術実装連携“絆”特区の取組方針 ［指定区域：福島県・長崎県］



８．連携“絆”特区を対象とした「先端的サービス調査事業」



９．ドローンの取組状況①（レベル４飛行オンデマンド配送）

レベル４飛行でのオンデマンド配送の実現

⚫ 内閣府、国土交通省の伴走のもと、福島県及び事業者と連携しながら取組を進めてきたところ

⚫ 令和７年２月には、九州初となるレベル４飛行の実証を実施

⚫ 実証結果を踏まえ、令和７年４月に国土交通省から「エリア単位でのレベル４飛行における留意事項等」が公表

モバイルクリニックと連携した処方薬配送実証

※この他、Lv3.5飛行による送電鉄塔などインフラ点検に係る実証も実施

九州初のレベル４飛行実証

新たな配送ルート開設に要する
手間、コストが膨大

配送ルートの迅速な開設による

オンデマンド配送サービスの実装

エリア単位でのレベル4飛行におけるリスクの存在や留意事項が明らかとなり、一定条件下での飛行許可に目途
⇒令和７年度中に連携“絆”特区エリアにおけるレベル４×エリア単位での飛行を予定

（今後の論点） ・ 動的な人口密度によるエリア内の地上リスク把握方法
・ エリア全体の上空通信環境の確認方法
・ 設置した緊急着陸地点（ELS）の管理方法 など

現状 経路毎に飛行申請/許可 今後 エリア単位で飛行申請/許可

得られた成果・論点

患者宅付近への配送を実現



10．ドローンの取組状況①（レベル４飛行オンデマンド配送）【実証動画】

※動画ファイル削除



11．ドローンの取組状況②（自動検知AIシステム活用）

自動検知AIシステムを用いた運航効率化

複数機運航の実現に向けて人に
よる常時監視には限界が存在

監視の自動化による人手不足にも
対応した複数機でのドローン配送
サービスの実装

レベル3.5飛行

自動検知AIシステムを用いた飛行実証

飛行経路下への第三者立入り検知など
の実証を実施

レベル3.5飛行における自動検知AIシステムを用いた監視方法の有効性を確認（複数機運航については引き続き議論）

（今後の論点） ・ 自動検知AIシステムの第三者検知率の精度向上
・ 複数機運航に向けた効率性、着陸時リスクの検証 など

⚫ 「目視による常時監視」が実態となっていることに対し、自動検知AIシステムの活用により、運送コスト低減を
図るための調査を実施。実現に向け、引き続き国土交通省、事業者等と調整を行い、取り組んでいく

現状
人が目視によりカメラ映像を
常時監視

今後
自動検知AIシステムの活用により
無人でカメラ映像を常時監視

令和７年３月実証

得られた成果・論点

目視に代わるAI検知システムの実装により、
運航効率化、運送コスト低減を実現する



12．ドローンの今後の展望

オンデマンド配送サービスの実装に向けたロードマップ

R7年度以降のエリア単位飛行実証、オンデマンド配送サービス実装の具体的な実施見通し

今後、レベル４飛行の実運航による知見の蓄積や課題の洗い出し等を行い
県内・全国他エリアへのサービス拡大を図る

⚫ 令和６年度の実証結果 及び 令和７年４月に国土交通省にて公表された「エリア単位でのレベル４飛行における
留意事項等」等を踏まえ、令和７年夏～秋頃の国内初となるエリア単位でのレベル４飛行実証に向け、調整中。

⚫ 規制制度改革によるエリア単位レベル４飛行実証の結果を踏まえ制度の充実化を図るとともに、現在配送サービ
スで用いている固定翼機の第一種型式認証取得申請を実施し、令和７年度末～８年度のサービス開始を目指す。

効率的なルート設定やエリア内の柔軟な配送が実現
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